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統一的な基準による財務書類の概要 

地方公共団体の会計は，単年度の現金収支を管理する「現金主義会計」が採用されていますが，現

金収支では，資産・負債の状況や減価償却費などの情報が明らかになりません。そこで，「複式簿記」

による決算状況の公開のため，統一的な基準による平成２９年度財務書類を作成しましたので，その

概要をお知らせします。

１ 財務書類の概要 

財務書類は以下の４種類の書類で構成されています。

名 称 目 的 

貸借対照表 

（ＢＳ） 

年度末（３月３１日）時点における資産とその調達財源の状況を示したものです。表

は大きく左右に分かれており，左側に資産の状況（資産）を，右側に，その元手とし

て，主に他者から借りたもの（負債）と自己に帰属するもの（純資産）を表示してい

ます。貸借対照表は，その左右の合計額が必ず一致することから，バランスシートと

呼ばれます。 

行政コスト計算書 

（ＰＬ） 

年間の行政サービスに費やされた行政資源の額（コスト）を示したものです。人件費，

物件費，減価償却費等の経常行政コストから，行政サービスの対価として収入した使

用料や手数料を差し引いて，純粋な経常行政コストを示します。

純資産変動計算書 

（ＮＷ） 

貸借対照表の純資産の１年間の変動内容を示したものです。年度末の純資産（期首）

から，純資産を減少させる純行政コストと増加させる地方税や国県補助金などの収入

などを増減して，期末の純資産を示します。

資金収支計算書 

（ＣＦ） 

資金（現金）の収支の状況を，業務活動収支，投資活動収支，財務活動収支の３つの

区分別に示したものです。
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２ 財務書類作成対象となる会計範囲

資産の状況や，その財源にあたる負債・純資産の状況，さらには行政サービス提供に要した費用

や資金収支の状況等をより広い視点で明らかにするため，一般会計等に地方公営企業会計及び特別

会計を加えた「全体財務書類」，全体財務書類に芦屋市と関連のある一部事務組合や第三セクター等

の外郭団体を連結した「連結財務書類」をあわせて作成します。

区分 会計・団体 

連

結

芦
屋
市
全
体

一
般
会
計
等

一般会計 

公共用地取得費特別会計 

国民健康保険事業特別会計 

下水道事業特別会計（注 1）

都市再開発事業特別会計 

駐車場事業特別会計 

介護保険事業特別会計 

宅地造成事業特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計 

水道事業会計 

病院事業会計 

阪神水道企業団 

兵庫県後期高齢者医療広域連合 

丹波少年自然の家事務組合 

（一財）芦屋ハートフル福祉公社 

（注1） 地方公営企業法の財務規定等の適用に向けた作業を行っている下水道事業特別会計については，連結対象会計の

対象外となります。 

（注2） 財産区会計は連結対象会計の対象外となります。 

３ 作成基準日等 

作成基準日は，会計年度末（３月３１日）とし，当該年度の出納整理期間（４月１日～５月３１日）

における出納については，作成基準日までに終了したものとして処理しています。

※財務書類の数値は，表示単位で四捨五入しているため，合計金額が一致しない場合があります。

-4-



４ 財務書類（一般会計等） 

・平成２９年度末時点において，一般会計等では２，９９６億円の資産，６４３億円の負債があり，

純資産は２，３５３億円となっています。

・純資産の部のうち，固定資産等形成分２，９８５億円は，これまで資産形成に充当した資源の蓄

積を示します。また，余剰分（不足分）△６３２億円は将来負担となりますが，一般的にマイナ

スになるもので，直ちに行政サービスを滞らせるものではありません。
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・平成２９年度では，経常費用が３２５億円，経常収益は２９億円，行政サービスのために発生し

た純経常行政コストは２９６億円となりました。

・減価償却費は２７億円で，市が保有する施設を現状の規模で維持していくために，毎年多額の費

用がかかっていることが分かります。
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・純資産は，純行政コスト２９９億円により減少する一方，税収等と国県等補助金の合計３３８億

円等により増加し，年度末残高は２，３５３億円となっています。
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・業務活動収支は４０億円の黒字，投資活動収支は１８億円の赤字，地方債の借入・償還に係る財

務活動収支は２５億円の赤字となり，本年度資金収支額は３億円の赤字となりました。なお，３

億円の赤字は前年度末資金残高１１億円により賄いました。

・一般的に，地方自治体は経常的な収支の余剰を元手に，建設事業などの臨時的な事業を行ってい

るため，資金収支計算書では，業務活動収支の黒字に対し，投資活動収支は赤字になります。
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 ５ 指標による財務分析（一般会計等） 

（１）有形固定資産減価償却率 

償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を示すもので，資産の減価償却がどの程度

進んでいるかを指標化したものです。この比率が高いほど法定耐用年数が近づいていることを意

味します。公共施設等の除却・更新等により改善（低下）することから公共施設マネジメントを

行う上での目安の一つとなりますが，理論的な減価償却と物理的な老朽化の実態とは必ずしも一

致しないため，注意が必要です。

Ｈ２９ Ｈ２８ 計算式等 

芦屋市 ６９．９％ ６９．９％ 
減価償却累計額÷償却資産の

取得価額等（※） 

※有形固定資産合計－土地等の非償却資

産＋減価償却累計額
類似団体 ― ６０．３％

（２）純資産比率 

資産総額に対する純資産の割合，すなわち，将来返済を要しない財源により資産を形成した割

合を示す指標で，純資産比率が高いほど将来世代の負担割合が軽いことを意味します。

Ｈ２９ Ｈ２８ 計算式等

芦屋市 ７８．５％ ７７．５％
純資産額÷資産総額

類似団体 ― ７２．４％

（３）歳入総額に対する資産比率 

歳入総額に対する資産総額の割合を算出することにより資産の形成度合いを測るもので，基準

日に形成されている資産総額に，何年分の歳入が充当されているかを把握することができます。 

本市は類似団体に比べ，資産の形成が進んでいると考えられます。 

Ｈ２９ Ｈ２８ 計算式等 

芦屋市 ６．２年 ６．６年 資産総額÷歳入総額（※） 

※資金収支計算書の各区分の収入合計＋

前年度末資金残高
類似団体 ― ３．９年 
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（４） 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

  当該年度の市債発行額を除いた歳入と地方債の元本返済・利子支払を除いた歳出との収支のこ

とをいいます。プライマリーバランスが均衡している場合は，経済成長率が長期金利を下回らな

い限り，持続可能な財政運営といえます。また，赤字の場合は，将来世代に負担を転嫁すること

になります。本市は阪神・淡路大震災による地方債の返済が大きいことからプライマリーバラン

スは黒字となっています。 

Ｈ２９ Ｈ２８ 計算式等 

芦屋市 ３３７．４百万円 ４，４４９．２百万円 業務活動収支（支払利息支出除

く）+ 投資活動収支（基金積立

金支出及び基金取崩収入除く）類似団体 ― ３９１．９百万円 

（５）受益者負担比率 

    行政サービスに要したコストに対して受益者が負担する使用料・手数料などの割合であり，受

益者が負担しない部分については，市税や地方交付税等により賄うことになります。 

本市は類似団体に比べ市営住宅戸数が多いため，受益者負担の割合が高くなっています。 

Ｈ２９ Ｈ２８ 計算式等 

芦屋市 ８．９％ ８．７％ 

経常収益÷経常費用 
類似団体 ― ４．７％ 

（６）市民一人当たりの資産額及び負債額 

    資産額・負債額を市民一人当たりにすることで，市の資産や負債の規模が分かりやすくなると

ともに，他団体との比較が容易になります。本市の市民一人当たりの資産額が類似団体と比べて

高いのは，土地の資産が多いことが大きな要因となっています。

区分 Ｈ２９ Ｈ２８ 計算式等

市民一人当

たり資産額

芦屋市 ３１１．０万円 ３１０．１万円 
資産合計÷住民基本台帳人口

類似団体 ― １５０．７万円 

市民一人当

たり負債額

芦屋市 ６６．８万円 ６９．９万円 
負債合計÷住民基本台帳人口

類似団体 ― ４１．７万円 

＊住民基本台帳人口 Ｈ29（Ｈ30.1.1） 96,332 人 

                                 Ｈ28（Ｈ29.1.1） 96,246 人 
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６ 財務書類（全体貸借対照表）の概要 

一般会計等と地方公営企業会計及び特別会計を連結した芦屋市全体の財務書類（全体貸借対照表）

の概要は以下のとおりです。 

連結した会計 

（地方公営企業会計）水道事業，病院事業 

（特別会計）国民健康保険事業，都市再開発事業，駐車場事業，介護保険事業， 

宅地造成事業，後期高齢者医療事業 

全体貸借対照表のポイント 

   全体の資産合計は，３，１８１億円であり，純資産合計は一般会計等と比べて５６億円増加 

しています。また，基準日における現金預金については，３４億円となり，資金不足は生じて 

おりません。 
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７ 財務書類（連結貸借対照表）の概要 

連結財務書類は，芦屋市全体の財務書類に，芦屋市と関連のある一部事務組合や第三セクター等の

外郭団体を連結した財務書類です。 

連結した外郭団体は以下のとおりです。 

（一部事務組合） 阪神水道企業団，丹波少年自然の家，兵庫県後期高齢者医療広域連合 

（第三セクター） 一般財団法人芦屋ハートフル福祉公社  

なお，一部事務組合については，構成市町の経費の負担等割合に応じた額を連結しています。 

※連結における経費の負担等割合 

一部事務組合 構成市町 経費負担等割合 

阪神水道企業団 神戸市，尼崎市，西宮市，芦屋市，宝塚市 ３．７３％ 

丹波少年自然の家 芦屋市を含む１０市町 ５．４４％ 

兵庫県後期高齢者医療広域連合 芦屋市を含む４１市町 ２．２０％ 

連結貸借対照表のポイント 

 連結の資産合計は，３，２１９億円となり，純資産合計は一般会計等と比べて１６億円増加

しています。また，基準日における現金預金については，４２億円となり，全体と同様に資金

不足は生じておりません。 
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